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★東京都心の新宿から西南に約25ｋm、南多摩地区
の東端に位置しています。 

★面積は 17.97ｋ㎡( 東西、南北とも約 5.3ｋm）です。 

 

 

人口  ８６，３３１人 

  男 ４３，６７９人 

  女 ４２，６５２人 

高齢者人口 １６，８５６人 高齢化率 １９．５％  
（平成２６年１０月１日現在） 

 

  稲城市の位置、人口等 
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都市景観大賞（平成７年度）を受賞した向陽台の街並み 

多摩丘陵の自然を活かした城山公園 戸建住宅 

～ 稲城市の街並み ～ 
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自然環境保全地域（穴澤天神社） 都市公園（若葉台公園） 

稲城の特産 
河川の環境護岸 

～ 稲城市の緑 ～ 
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介護予防・日常生活支援総合事業等の 

取組み方針（案） 

 現状の稲城市（人口８万６千人）における市行政組織体制は非常に厳しく、高齢者福祉
全般を担当する高齢福祉課の職員体制は課長以下１６名（高齢福祉係２人、介護保険係
７人、地域支援係６人、課長１人）の状況であり、今回の介護保険制度改正に際しても特
別な準備要員を置くことは想定していない。 

 このため、地域包括ケアシステムの構築等にあたっては、最大限効率的に準備事務を
行わなければならない状況である。（例えば１～２年間の長期間に渡る準備要員の確保
等は実態として困難。） 

 被保険者の保険料の引き上げを始め、一部費用負担の増など、被保険者の負担を求め
る一方で、介護予防・日常生活支援総合事業、在宅医療・介護連携推進事業、生活支援
体制整備事業及び認知症対策推進事業を中核とした地域ケアシステムの構築等を遅ら
せることは市民の理解が得られにくいものと判断した。 

 さらに、今後も要支援者等が増え続けることが想定されており、早期の実施が効率的か
つ戦略的に有利であると考えられる。 

 このため、可能な限り、以下のとおり行うこととする方針を確認した。 
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（稲城市） 



 

（介護予防・日常生活支援総合事業） 

・法第１１５条の４５第１項に規定する介護予防・日常生活支援総合事業については、平成
２７年４月１日から行うものとする。 

  

（在宅医療・介護連携推進事業） 

・法第１１５条の４５第２項第４号に掲げる事業（医療に関する専門的知識を有する者が、
介護サービス事業者、居宅における医療を提供する医療関係機関その他の関係者の連
携を推進するものとして厚生労働省令で定める事業）については、平成２７年４月１日から
行うものとする。 

  

（生活支援体制整備事業） 

・法第１１５条の４５第２項第５号に掲げる事業（被保険者の地域において自立した日常生
活の支援及び要介護状態等となることの予防又は要介護状態等の軽減若しくは悪化の
防止に係る体制の整備その他のこれらを推進する事業）は、平成２７年４月１日から行うも
のとする。 

  

（認知症対策推進事業） 

・法第１１５条の４５第２項第６号に掲げる事業（保健医療及び福祉に関する専門的知識を
有する者による認知症の早期における症状の悪化の防止のための支援その他の認知症
である又はその疑いのある被保険者に対する総合的な支援を行う事業は、平成２７年４
月１日から行うものとする。 
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（稲城市） 



上のグラフの
初年度のみ12.19％
に置き換えたもの
をベースに

■事業開始を
　１年遅らせた場合

▲事業開始を
　２年遅らせた場合

（◆がベースとなるグラフ）

…開始後３年経過時点の■と◆の金額の差 30,768,108円 …開始後３年経過時点の▲と◆の金額の差
…開始後５年経過時点の■と◆の金額の差 35,088,271円 …開始後５年経過時点の▲と◆の金額の差

単位：人口のみ「人」、その他は「円／人・月」
事業開始の前年度 事業開始年度 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目

65歳以上人口 16,534 17,204 17,788 18,381 19,019 19,296
後期高齢者人口 6,982 7,394 7,947 8,417 8,904 9,307

当初移行時の保険料月額 245 264 273 282 291 306

１年遅れ移行時の保険料月額 245 264 287 296 306 322

当初移行時との差 0 0 14 14 15 16
２年遅れ移行時の保険料月額 245 264 287 311 321 338

当初移行時との差 0 0 14 29 30 32

6

事業開始時期が遅れる事による費用への影響について

事業開始時期が遅れる事による保険料への影響について

ⅲ）

ⅳ）

17,111,502円
15,004,687円

220,000,000

240,000,000

260,000,000

280,000,000

300,000,000

320,000,000

340,000,000

360,000,000

380,000,000

400,000,000

事業開始の前年度 事業開始年度 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目

費用の伸び(初年度のみ12.19%)

事業開始１年遅れ

事業開始２年遅れ

（稲城市） 
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平成27年度総合事業の実施に向けたスケジュール（案）            （平成26年11月11日現在）（稲城市） 

（稲城市） 
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区分 作業内容 形式 時期 備考 

移行準備 

現行サービスと介護予防・日常生活事業との比較検
討 部内検討 5～6月 

実施済 ※１ 

現行介護予防ケアプランの分析（全件） 実施済 ※２ 

生活支援サービスの検討 

地域資源の洗い出し確認作業 部内検討＋包括ｾﾝﾀｰ 5～6月 実施済 ※１ 

生活支援サービスの創設の働きかけ 意向調査 8月 実施済 

生活支援コーディネーター配置の検討 部内検討 8月 27年度中配置 

生活支援サービスの決定（検討9月） 要綱 3月   

協議体の設置の検討（検討9月） 要綱 3月 27年度第１階層 

サービス類型 サービス類型の設定と基準・単価の検討（検討9月） 部内検討 3月   

事業者調整 
事業実施想定事業者等との調整 

（新設サービスの検討調整を含む。） 
ヒアリング等 8～9月 

8月6日ﾋｱﾘﾝｸﾞ 

    7日報告 

事業者・被保険者への周知 

事業者への新事業サービス説明等 説明会 1月   

現行予防給付対象者への制度改正通知 個別通知 1～3月   

市民啓発等パンフレット印刷 ＨＰ・広報・チラシ 1～3月   

チェックリスト 
チェックリスト活用サービス利用ルートの確立 庁内体制＋包括ｾﾝﾀｰ 11月   

チェックリスト活用相談窓口（市役所内）の整備 庁内体制＋包括ｾﾝﾀｰ 4月   

ケアプラン ケアプラン様式の決定 標準的な様式を採用 1月   

手帳 介護予防手帳活用検討（9月） 部内検討 3月 平成27年度導入 

補助 補助の決定（8月～9月） 予算 3月   

事業者指定基準 

事業者指定の基準 要綱 3月 原案作成済 

事業者指定の裁量（指定・指定拒否） 要綱 3月   

事業者指定の有効期間規定の設定 要綱 3月～   

サービス提供基準 

基準緩和Ａサービスの基準設定（検討10月） 

要綱 3月 
実施サービスに限り
基準を設定する。 

  

住民主体Ｂ－ビスの基準設定（検討10月） 

短期集中Ｃサービスの基準設定（検討10月） 

その他サービス基準設定 

サービス単価等 
サービス単価の設定（サービス種別ごと検討10月） 

要綱 1月 個別サービス設定 
稲城市独自加算（生活支援サービス加算検討10月） 

利用者負担（利用料） 
各サービスの利用料設定（検討10月） 要綱 1月 

原則１割負担 

（一部者2割負担） 

  

徴収方法の決定 要綱 1月 事業者が徴収充当 

給付管理 支給限度額の設定（検討10月） 要綱 1月   

国保連関連 

サービス種類ごとの価格の設定（検討10月） 契約 1月   

指定事業者の登録（変更届の登録等） 登録 1月   

市町村台帳の作成・都道府県台帳への登録 登録 3月   



（稲城市） 

平成26年度 総合事業に関する現状把握・情報収集等実施一覧 
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実施日 事 項 内 容 対象者等 

5月～6月 日常生活圏域ニーズ調査 国の示す調査項目、郵送による調査 全要支援1～介護2及び高齢者
無作為抽出500人 

5月 介護予防プラン収集 直近の介護予防プラン全件を各包括へ提供依頼 全地域包括支援センター 

6月 介護予防プラン分析その１ 介護予防訪問介護の内容及び保険外サービス等
について 

介護予防プラン全件 

7月11日 地域包括支援センターヒア
リング 

・虚弱高齢者の把握方法・予防プラン 

・地域ケア会議・配食や買物サービス・家事援
助・通いの場・医療介護連携・足りないサービ
スや地域の問題点など 

全地域包括支援センター 

8月 地域資源に関する調査 圏域ごとに包括が把握しているものについて 全地域包括支援センター 

8月8日 事業者意見交換 事業の実施の可能性について 訪問型Ａ想定事業者(社福) 

8月13日 事業者意見交換 事業の実施の可能性について 訪問型Ａ想定事業者(ＮＰＯ) 

9月 介護予防プラン分析その２ 総合事業への移行対象者の実数把握 介護予防プラン全件 

9月25日 社協・市担当者合同勉強
会・意見交換会 

介護保険制度改正の概要及び稲城市の地域包括
ケアの方向性について 

社会福祉協議会職員 

市福祉部職員 

12月10日 

(予定) 

介護事業者説明及び意見交
換会 

総合事業に関する案を説明し、意見交換を行う 介護事業者(通所・訪問・ケア
マネ等)及び地域包括支援セン
ター 

（平成26年11月26日現在） 



(1) 訪問型サービス                               (○実施、△検討または試行、―他の事業で実施、×実施なし) 

（稲城市） 

総合事業の各サービス種別に相当する現行のサービス、単価・支払方法及び年度別実施予定（案） 
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サービス種別 相当する稲城市の現行サービス 
平成25年度実績 

  
稲城市 総合事業サービス 単 価 

支払方法 

年度別実施予定 

(年度) 備 考 

実施主体等 

  

対象人数 市執行額 27 28 29 

Ⅰ 訪問介護 

 （現行の訪問介護相当） 

※介護予防訪問介護（保険給付） 延2,163人 39,706,010円 
介護予防訪問介護事業 

給付相当 

国保連 

○ ○ ○ 指定介護保険事業者 

Ⅱ 短時間サービス 

 （現行の訪問介護相当） 

Ⅲ 訪問型サービスＡ 

（緩和した基準によるサー
ビス） 

生活支援ホームヘルプサービス 

（一般会計） 
7人 124,950 円 

生活支援ホームヘルプサー
ビス 

245単位（回） 

国保連 

運営費補助 

○ ○ ○ 
指定事業者 

社会福祉協議会・ＮＰ
Ｏ 

Ⅳ 訪問型サービスＢ 

（住民主体による支援） 

①ちょいボラ（社会福祉協議会） 

②ほっとサービス（社会福祉協議会） 

③家事援助サービス（シルバー人材セ
ンター） 

13人 

81人 

221人 

― 

― 

― 
    

× △ △ 
協議体にて実施方法等

を検討 

Ⅴ 訪問型サービスＣ 

（短期集中予防サービス） 
なし ― ―     

× △ △ 
協議体にて実施方法等
を検討   

Ⅵ 訪問型サービスＤ 

（移動支援） 

介護予防フォロー事業（移送支援）
（一般会計） 

（市内５施設） 

74人 

（延3734人） 
747,600円     

－ － － 
（2）の事業と共に実
施   

【利用者負担（利用料）についての留意点】 
 「直接実施」「委託」では、事業実施主体が市であることから、手数料条例が必要となること。 

 「指定事業者」「補助」では、事業実施主体が市でないことから、手数料条例は不要であること。 

 稲城市で、は「訪問型・通所型サービスＣ」についても「事業者指定」とし、国保連での支払い方法を活用を想定。 

（平成26年11月26日現在） 



(2) 通所型サービス 

  

（稲城市） 
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サービス種別 相当する稲城市の現行ｻｰﾋﾞｽ 

平成25年度実績 

稲城市 総合事業ｻｰﾋﾞｽ 

単 価 

支払方法 

年度別実施予定 

(年度) 

備 考 

実施主体等 
対象人数 市執行額 27 28 29 

Ⅰ 通所介護① 

 （現行の通所介護相当） 

※介護予防通所介護（保険給
付） 

延3,934人 126,326,147円 
介護予防通所介護 

給付相当 

国保連 ○ ○ ○ 
指定介護保険事業者  

Ⅱ 通所介護② 

 （現行の通所介護相当） 

Ⅲ 通所型サービスＡ 

（緩和した基準によるサービ
ス） 

①通所型介護予防事業 78人(延1463人） 6,150,100円 ①通所型介護予防事業 

300～470単位(回） 

国保連 

運営費補助 
○ ○ ○ 

指定介護保険事業者  

指定事業者（株） 

①認知症予防事業 16人（延408人） 1,920,000円 ②認知症予防事業 

300単位（回） 

国保連 

運営費補助 
○ ○ ○ 

指定介護保険事業者  

指定事業者（ＮＰＯ） 

Ⅳ 通所型サービスＢ 

（住民主体による支援） なし ― ―     × △ △ 
協議体にて実施方法等
を検討 

Ⅴ 通所型サービスＣ 

（短期集中予防サービス） 

①筋力向上トレーニング 
54人（延1530

人） 
5,409,600円 ①筋力向上ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ 

430単位（回） 

国保連 
○ ○ ○ 指定介護保険事業者 

①通所型介護予防事業（運動
系） 

22人（延443人） 1,324,800円 
②通所型介護予防事業
（運動系） 

360～400単位
（回） 

国保連 
○ ○ ○ 指定介護保険事業者 

（平成26年11月26日現在） 



(3) その他の生活支援サービス 

（稲城市） 
13 

サービス種別 相当する稲城市の現行サービス 

平成25年度実績 

稲城市 総合事業サービス 

年度別実施予定 

(年度) 備 考 

実施主体等 
対象人数 市執行額 27 28 29 

Ⅰ配食サービス（栄養改善を目
的とした配食や一人暮らし高齢
者に対する見守りとともに行な
う配食など） 

配食サービス（NPO） 246人（延26703人） 7,176,000円 
  

× △ △ 

市場ｻｰﾋﾞｽの充
足度等の評価を
し、検討 

Ⅱ定期的な安否確認及び緊急時
の対応（見守り） 

①友愛訪問員（一般会計） 

②緊急通報システム（一般会
計） 

5人 

34人 

120,000円 

1,633,103円 

①友愛訪問員（一般会計） 

②緊急通報システム（一般会計） 

  

  

― ― ― 
一般会計で引き
続き実施 

Ⅲ訪問型サービス及び通所型
サービスの一体的提供等 

なし ― ―   ― ― ― 

訪問型・通所型
サービスにて実
施 

（平成26年11月26日現在） 



(4) 介護予防ケアマネジメント 

（稲城市） 
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サービス種別 相当する稲城市の現行サービス 

平成25年度実績 

稲城市 総合事業サービス 

  

単 価 

支払方法 

年度別実施予定 

(年度) 

備 考 

実施主体等 
対象人数 市執行額 

27 28 29 

Ⅰ.ケアマネジメントＡ（原則的
な介護予防ケアマネジメントの
プロセス） 
 

介護予防サービス計画（地域包
括支援センター、居宅介護支援
事業所委託）等 

6,135件 28,778,475円 
ケアマネジメントＡ 

給付相当 

直接払い 
○ ○ ○ 

地域包括支援セ
ンター（委託
可） 

Ⅱ.ケアマネジメントＢ（簡略化
した介護予防ケアマネジメント
のプロセス） 

介護予防ケアマネジメント（地
域包括支援センター） 

161件 

3,200,000円 
（地域包括支援セ
ンター事業委託費

に含まれる） 

  

ケアマネジメントＢ 

  

様式等を勘案し
今後単価設定 

直接払い 
○ ○ ○ 

地域包括支援セ
ンター 

Ⅲ.ケアマネジメントＣ（初回の
みの介護予防ケアマネジメント
のプロセス） 

なし ― ―     × △ △ 
対象サービスの
開始に伴い実施 



 (5) 一般介護予防事業（関連するもの） 

 

（稲城市） 
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サービス種別 相当する稲城市の現行サービス 

平成25年度実績 
  

稲城市 総合事業サービス 

年度別実施予定 

(年度) 
備 考 

実施主体等 
対象人数 市執行額 27 28 29 

Ⅰ介護予防把握事業 なし 
    介護予防把握事業 

○ ○ ○ 各包括へ委託 

Ⅱ介護予防普及啓発事業 

①介護予防教室 延663人 366,000円 ①介護予防教室 ○ ○ ○ 
市 

各包括へ委託 

②口腔機能向上プログラム 延111人 90,000円 
②口腔機能向上プログラム 

○ ○ ○ 
委託介護保険
事業者 

③転倒骨折予防教室 延1349人 1,106,920円 
③転倒骨折予防教室 

○ ○ ○ 
委託介護保険
事業者 

④食生活改善事業 延65人 237,500円 
④食生活改善事業 

○ ○ ○ 各包括へ委託 

⑤認知症サポーター養成講座 897人 90,600円 
⑤認知症サポーター養成講座 

○ ○ ○ 
市、各包括へ
委託 

⑥介護支援ボランティア制度 登録者574人 1,688,728円 
⑥介護支援ボランティア制度 

○ ○ ○ 社協へ委託 

Ⅲ地域介護予防活動支援事業 

（通いの場関係） 

①介護予防一次予防事業介護予
防体操教室 

65人（延1169人） 1,453,000円 

①介護予防一次予防事業介護
予防体操教室 ○ ○ ○ 

社福、㈱へ委
託 

  

②押立の家 182人（延2852人） 

2,907,625円 

②押立の家 

○ ○ ○ 社福へ委託 

③平尾２０（にいまる）クラブ 46人（延690人） 
③平尾２０（にいまる）クラ
ブ 

○ ○ ○ 社福へ委託 

④大丸憩いの家 47人(延1463人） 
④大丸憩いの家 

○ ○ ○ 社福へ委託 

⑤ふれあいセンター 延2575人 ― 
  

× △ △ 
協議体にて検

討 ⑥会食会（NPO）(一般会計) 延3281人 1,270,000円 

Ⅳ地域ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ活動支援事業 なし     
  

× △ △ 
協議体にて検
討 

（平成26年11月26日現在） 
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（稲城市） 

（各総合事業）単価設定等の考え方について 

 

・訪問サービスＡの単価設定 

 

事業所ごとに単価を設定  ※（１単位＝10 円） 

 

訪問サービスＡ介護費（回） 

１時間程度 245 単位・・・現行委託料と同額 

    

 

 

・通所サービスＡの単価設定 

 

1～3 の条件で事業所ごとに単価を設定  ※（１単位＝10 円） 

 

１ 通所サービスＡ介護費（回） 

   半日 300 単位・・・介護報酬の７割程度 

   １日 400 単位・・・現行委託料と同額 

 

２ 送迎（回） 

   40 単位・・・現行委託料と同額 

    

３ 運動器機能向上に関するサービス（回） 

   30 単位・・・現行委託料と同額 

    

 

 例：半日、送迎あり、運動器機能向上に関するサービスあり、 

300+40＋30＝370 単位、370 単位×10 円＝3,700 円 

 

 

 

・通所サービスＣの単価設定 

 

1～3 の条件で事業所ごとに単価を設定  ※（１単位＝10 円） 

 

１ 通所サービスＣ介護費（回） 

   360 単位・・・介護報酬の７割程度 

  

２ 送迎（回） 

   40 単位・・・現行委託料と同額 

    

３ 運動器機能向上に関するサービス（回） 

   30 単位・・・現行委託料と同額 

 

 例：送迎なし、運動器機能向上に関するサービスあり、 

360+30＝390 単位、390 単位×10円＝3,900 円 

 

 

（平成26年11月26日現在） 
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総合事業のサービス事業所ごとの単価設定及び支払方法について（案） 

（稲城市） 

訪問型サービス 

事業所名 サービス提供者 
基本部分 サービスＡ 1時間程度 （単位） 

単位（回） 実施主体区分 支払い方法 備考 
245 

Ａ その他 社福 1 245 事業者指定 補助金払い   

Ｂ 指定通所事業者 1 245 事業者指定 国保連   

通所型サービス 

事業所名 サービス提供者 

基本部分（単位） 加算部分（単位） 

単位（回） 実施主体区分 支払い方法 備考 サービスＡ 1日 サービスＡ 半日 サービスＣ 送迎 運動機能向上 

400 300 360 40 30 

Ｃ 指定通所事業者 1     1 1 470 事業者指定 国保連   

Ｄ 指定通所事業者 1     1   440 事業者指定 国保連   

Ｅ 指定通所事業者等     1     360 事業者指定 国保連 とりまとめてもらえないと直接払いか 

Ｆ その他 ㈱   1       300 事業者指定 補助金払い 

Ｇ 指定通所事業者   1   1   340 事業者指定 国保連   

Ｈ その他 ＮＰＯ法人   1       300 事業者指定 補助金払い   

Ｉ 指定通所事業者   1       300 事業者指定 国保連   

Ｊ 指定通所事業者     1 1   400 事業者指定 国保連 介護度に限らず週１回 

Ｋ 指定通所事業者     1 1 1 430 事業者指定 国保連 介護度に限らず週２回 

Ｌ 指定通所事業者     1 1 1 430 事業者指定 国保連 介護度に限らず週２回 

（平成26年11月26日現在） 



 稲城市訪問介護相当サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める要綱（案） 

 （趣旨）  

第１条 この要綱は、介護保険法(平成9年法律第123号。以下「法」という。)第115条の45第1

項第1号イに規定する訪問型サービスのうち訪問介護相当のサービスの事業の人員、設備
及び運営に関する基準について定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると
ころによる。 

 (1) 訪問介護相当サービス 法115条の45第1項第1号イに規定する訪問型サービスのうち

地域おける医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法
律（平成26年法律第83号）第5条による改正前の介護保険法第8条の2第2項に規定する介護
予防訪問介護相当のものとしてこの要綱により定められるサービスをいう。 

  (2) 常勤換算方法 当該事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所において常勤の従

業者が勤務すべき時間数で除することにより、当該事業所の従業者の員数を常勤の従業者
の員数に換算する方法をいう。 

 （指定拒否） 

第３条 法第115条の3第1項に規定する指定については、この要綱に規定した基準を満たし

た事業所であっても、当該事業所を指定することにより、稲城市介護保険事業計画に規定す
る地域支援事業に係る計画量を超過する場合その他の市における地域支援事業の円滑か
つ適切な実施に際し支障が生じる場合においては、当該事業所を指定しないこととすること
ができる。 

 （事業の一般原則） 

第４条 事業者は、利用者の意思及び人格を尊重して、常に利用者の立場に立ったサービス
の提供に努めなければならない。 

２ 事業者は、事業を運営するに当たっては、地域との結びつきを重視し、市、他の事業者そ
の他の保健医療サービス及び福祉サービスを提供する者との連携に努めなければならない
。 

 （基本方針） 

第５条 訪問型サービスの事業は、既に訪問介護を利用しており、訪問介護の利用の継続
が必要な場合、認知機能の低下により日常生活に支障がある症状や行動を伴う者、退院直
後で状態が変化しやすく、専門的サービスとして訪問介護が特に必要な者等の場合であって
、その利用者が可能な限りその者の居宅において、状態等を踏まえながら、多様なサービス
の利用を促進し、訪問介護員による身体介護、生活援助の支援を行うことにより、利用者の
生活機能の維持又は向上を目指すものでなければならない。 

 （訪問介護員等の員数） 

第６条 事業を行う者が当該事業を行う事業所ごとに置くべき訪問介護員等（訪問介護の提
供に当たる介護福祉士又は法第８条の２第２項に規定する政令で定める者をいう。）の員数
は、常勤換算方法で、２．５以上とする。 

２ 事業者は、事業所ごとに、常勤の訪問介護員等のうち、利用者（当該事業者が指定訪
問介護事業者（指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成１１
年厚生省令第３７号。以下「指定居宅サービス等基準」といる。）第５条第１項に規定する指
定訪問介護事業者をいう。以下同じ。）又は指定介護予防訪問介護事業者（指定介護予防
サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防
のための効果的な支援の方法に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３５号。以下「指
定介護予防サービス等基準」という。）第５条第１項に規定する指定介護予防訪問事業者
をいう。以下同じ。）の指定を併せて受け、かつ、訪問型サービスの事業と指定介護訪問介
護（指定居宅サービス等事業基準第４条に規定する指定訪問介護をいう。以下同じ。）の事
業又は訪問型サービスと指定介護予防訪問介護（指定介護予防サービス等基準第４条に
規定する指定介護予防訪問介護をいう。以下同じ。）の事業とが同一の事業所において一
体的に運営されている場合にあっては、当該事業所における訪問型サービス及び指定訪
問介護の利用者又は訪問型サービス及び指定介護予防訪問介護の利用者。以下この条
において同じ。）の数が４０又はその端数を増すごとに１人以上の者をサービス担当責任者
としなければならない。この場合において、当該サービス担当責任者の員数については、
利用者の数の応じて常勤換算方法によることができる。 

３ 前項の利用者の数は、前３月の平均値とする。ただし、新規に指定を受ける場合は、推
定数による。 

４ 第２項のサービス提供責任者は介護福祉士その他厚生労働大臣が定める者であって、
専ら訪問型サービスに従事するものをもって充てなければならない。ただし、利用者に対す
る訪問型サービスの提供に支障がない場合は、同一敷地内にある指定定期巡回・随時対
応型訪問介護看護事業所（指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関す
る基準（平成１８年厚生労働省令第３５号。「以下指定地域密着型サービス基準」という。）
第３条の４第１項に規定する指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所をいう。以下
同じ。）又は指定夜間対応型訪問介護事業所（指定地域密着型サービス基準第６条第１項
に規定する指定夜間対応型訪問介護事業所をいう。）に従事することができる。 

５ 事業者が指定訪問介護事業者又は指定介護予防訪問介護事業者の指定を併せて受
け、かつ、訪問型サービスの事業と指定訪問介護又は訪問型サービスと指定介護予防訪
問介護の事業とが同一の事業所において一体的に運営されている場合については、指定
居宅介護サービス等基準第５条第１項から第４項まで又は指定介護予防サービス等基準
第５条第１項から４項までに規定する人員に関する基準をみたしているものとみなすことが
できる。 

 （管理者） 

第７条 事業者は、事業所ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を置かなければな
らない。ただし、事業所の管理上支障がない場合は、当該事業所の他の職務に従事し、又
は同一敷地内にある他の事業所、施設等の職務に従事することができるものとする。 
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（稲城市） 



（設備） 

第８条 事業所には、事業運営を行うために必要な広さを有する専用の区画を設けるほか、
訪問型サービスの提供に必要な設備及び備品を備えなければならない。 

２ 事業者が指定介護予防訪問介護事業者又は指定訪問介護事業者の指定を受け、かつ、
事業と指定介護予防訪問介護事業又は指定訪問介護事業とが同一の事業所において一体
的に運営されている場合については、指定居宅サービス等基準第7条第１項又は指定介護

予防サービス等第７条第１項に規定する基準を満たすことをもって、前項に規定する基準を
満たしているものとみなすことができる。 

 （個別計画の作成） 

第９条 訪問事業責任者は、必要に応じて、利用者の日常生活全般の状況及び希望を踏ま
えて、訪問型サービスの目標、当該目標を達成するための具体的なサービスの内容、サー
ビスの提供を行う期間等を記載した訪問型サービス個別計画を作成するものとする。 

 （内容及び手続の説明及び同意） 

第１０条 事業者は、訪問型サービスの提供の開始に際し、あらかじめ、利用申込者又はそ
の家族に対し、重要事項に関する規程の概要、訪問介護員等の勤務の体制その他の利用
申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を記した文書を交付して説明を行
い、当該提供の開始について利用申込者の同意を得なければならない。 

 （提供拒否の禁止） 

第１１条 事業者は、正当な理由なく訪問型サービスの提供を拒んではならない。 

 （衛生管理等） 

第１２条 事業者は、従事者の清潔の保持及び健康状態について、必要な管理を行わなけ
ればならない。 

２ 事業者は、事業所の設備及び備品等については、衛生的な管理に努めなければならな
い。 

 （秘密保持等） 

第１３条 事業所の従業者は、正当な理由なく、その業務上知り得た利用者又はその家族の
秘密を漏らしてはならない。 

２ 事業者は、当該事業所の従業者であった者が、正当な理由がなく、その業務上知り得た
利用者又はその家族の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を講じなければならない。 

３ 事業者は、サービス担当者会議等において、利用者の個人情報を用いる場合は利用者
の同意を、利用者の家族の個人情報を用いる場合は当該家族の同意を、あらかじめ文書に
より得ておかなければならない。 

 （事故発生時の対応） 

第１４条 事業者は、利用者に対する訪問型サービスの提供により事故が発生した場合は、
市町村、当該利用者の家族、当該利用者に係る介護予防マネジメントを行う地域包括支援
センター等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じなければならない。 

２ 事業者は、前項の事故の状況及び事故に際して採った措置について記録しなければなら
ない。 

３ 事業者は、利用者に対する訪問型サービスの提供により賠償すべき事故が発生した場
合は、損害賠償を速やかに行わなければならない。 

 （事業の廃止又は休止の届出及び便宜の提供） 

第１５条 事業者は、当該訪問型サービスの事業を廃止し、又は休止しようとするときは、そ
の廃止又は休止の日の１月前までに、次に掲げる事項を市長へ届け出なければならない。 

 (1) 廃止し、又は休止しようとする年月日 

 (2) 廃止し、又は休止しようとする理由 

 (3) 現に訪問型サービスを受けている者に対する措置 

 (4) 休止しようとする場合にあっては、休止の予定期間 

２ 事業者は、前項の規定による事業の廃止又は休止の届出をしたときは、当該届出の日の
前１月以内に当該訪問型サービスを受けていた者であって、当該事業の廃止又は休止の日
以後においても引き続き当該訪問型サービスに相当するサービスの提供を希望する者に対
し、必要な訪問型サービス等が継続的に提供されるよう、介護予防マネジメントを行う地域包
括支援センター、他の訪問型サービス事業者その他の関係者との連絡調整その他の便宜の
提供を行わなければならない。 

 （委任） 

第１６条 この要綱に定めるもののほか、当該サービスの基準に係る必要な事項については
、市長が別に定める。 

 

 

   付 則 

 この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 
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稲城市訪問型サービスA（緩和した基準によるサービス）の事業の人員、設備及び運営に関する基準
を定める要綱（案） 
 

（趣旨）  

第１条 この要綱は、介護保険法(平成9年法律第123号。以下「法」という。)第115条の45第1

項第1号イに規定する訪問型サービスのうち緩和した基準によるサービス（訪問型サービス
A)の事業の人員、設備及び運営に関する基準について定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると
ころによる。 

 (1) 訪問型サービスA 法115条の45第1項第1号イに規定する訪問型サービスのうち緩和し
た基準によるものをいう。 

  (2) 常勤換算方法 当該事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所において常勤の従

業者が勤務すべき時間数で除することにより、当該事業所の従業者の員数を常勤の従業者
の員数に換算する方法をいう。 

 （指定拒否） 

第３条 法第115条の3第1項に規定する指定については、この要綱に規定した基準を満たし

た事業所であっても、当該事業所を指定することにより、稲城市介護保険事業計画に規定す
る地域支援事業に係る計画量を超過する場合その他の市における地域支援事業の円滑か
つ適切な実施に際し支障が生じる場合においては、当該事業所を指定しないこととすること
ができる。 

 （事業の一般原則） 

第４条 事業者は、利用者の意思及び人格を尊重して、常に利用者の立場に立ったサービス
の提供に努めなければならない。 

２ 事業者は、事業を運営するに当たっては、地域との結びつきを重視し、市、他の事業者そ
の他の保健医療サービス及び福祉サービスを提供する者との連携に努めなければならない
。 

 （基本方針） 

第５条 訪問型サービスの事業は、その利用者が可能な限りその者の居宅において、状態
等を踏まえながら、住民主体による支援等の多様なサービスの利用を促進し、生活援助等
の支援を行うことにより、利用者の生活機能の維持又は向上を目指すものでなければならな
い。 

（従事者の員数） 

第６条 事業を行う者が当該事業を行う事業所ごとに置くべき従事者（訪問型サービスの提
供に当たる介護福祉士、法第８条の２第２項に規定する政令で定める者又は市長が指定す
る研修受講者をいう。）の員数は、当該事業を適切に行うために必要と認められる数とする。 

２ 事業者は、事業所ごとに、従業者のうち、利用者（当該事業者が指定訪問介護事業者（指
定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成１１年厚生省令第３７号
。以下「指定居宅サービス等基準」という。）第５条第１項に規定する指定訪問介護事業者を
いう。以下同じ。）又は指定介護予防訪問介護事業者（指定介護予防サービス等の事業の人
員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援
の方法に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３５号。以下「指定介護予防サービス等基
準」という。）第５条第１項に規定する指定介護予防訪問事業者をいう。以下同じ。）の指定を 

併せて受け、かつ、訪問型サービスの事業と指定介護訪問介護（指定居宅サービス等事
業基準第４条に規定する指定訪問介護をいう。以下同じ。）の事業又は訪問型サービスと
指定介護予防訪問介護（指定介護予防サービス等基準第４条に規定する指定介護予防訪
問介護をいう。以下同じ。）の事業とが同一の事業所において一体的に運営されている場
合にあっては、当該事業所における訪問型サービス及び指定訪問介護の利用者又は訪問
型サービス及び指定介護予防訪問介護の利用者。以下この条において同じ。）の数に応じ
必要と認められる数の者を訪問事業責任者としなければならない。 

３ 前項の利用者の数は、前３月の平均値とする。ただし、新規に指定を受ける場合は、推
定数による。 

４ 第２項の訪問事業責任者は介護福祉士その他厚生労働大臣が定める者又は市長が指
定する研修受講者であって、訪問型サービスに従事するものをもって充てなければならな
い。ただし、利用者に対する訪問型サービスの提供に支障がない場合は、同一敷地内にあ
る指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所（指定地域密着型サービスの事業の人
員、設備及び運営に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３５号。「以下指定地域密着
型サービス基準」という。）第３条の４第１項に規定する指定定期巡回・随時対応型訪問介
護看護事業所をいう。以下同じ。）又は指定夜間対応型訪問介護事業所（指定地域密着型
サービス基準第６条第１項に規定する指定夜間対応型訪問介護事業所をいう。）に従事す
ることができる。 

５ 事業者が指定訪問介護事業者又は指定介護予防訪問介護事業者の指定を併せて受
け、かつ、訪問型サービスの事業と指定訪問介護又は訪問型サービスと指定介護予防訪
問介護の事業とが同一の事業所において一体的に運営されている場合については、指定
居宅介護サービス等基準第５条第１項から第４項まで又は指定介護予防サービス等基準
第５条第１項から４項までに規定する人員に関する基準をみたしているものとみなすことが
できる。 

 （管理者） 

第７条 事業者は、事業所ごとに専らその職務に従事する管理者を置かなければならない
。ただし、事業所の管理上支障がない場合は、当該事業所の他の職務に従事し、又は同
一敷地内にある他の事業所、施設等の職務に従事することができるものとする。 

 （設備） 

第８条 事業所には、事業運営を行うために必要な広さを有する専用の区画を設けるほか
、訪問型サービスの提供に必要な設備及び備品を備えなければならない。 

２ 事業者が指定介護予防訪問介護事業者又は指定訪問介護事業者の指定を受け、かつ
、事業と指定介護予防訪問介護事業又は指定訪問介護事業とが同一の事業所において
一体的に運営されている場合については、指定居宅サービス等基準第7条第１項又は指定

介護予防サービス等第７条第１項に規定する基準を満たすことをもって、前項に規定する
基準を満たしているものとみなすことができる。 

（個別計画の作成） 

第９条 訪問事業責任者は、必要に応じて、利用者の日常生活全般の状況及び希望を踏
まえて、訪問型サービスの目標、当該目標を達成するための具体的なサービスの内容、サ
ービスの提供を行う期間等を記載した訪問型サービス個別計画を作成するものとする。 
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 （衛生管理等） 

第１０条 事業者は、従事者の清潔の保持及び健康状態について、必要な管理を行わなければ
ならない。 

２ 事業者は、事業所の設備及び備品等については、衛生的な管理に努めなければならない。 

 （秘密保持等） 

第１１条 事業所の従業者は、正当な理由なく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘
密を漏らしてはならない。 

２ 事業者は、当該事業所の従業者であった者が、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用
者又はその家族の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を講じなければならない。 

３ 事業者は、サービス担当者会議等において、利用者の個人情報を用いる場合は利用者の同
意を、利用者の家族の個人情報を用いる場合は当該家族の同意を、あらかじめ文書により得て
おかなければならない。 

 （事故発生時の対応） 

第１２条 事業者は、利用者に対する訪問型サービスの提供により事故が発生した場合は、市
町村、当該利用者の家族、当該利用者に係る介護予防マネジメントを行う地域包括支援センタ
ー等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じなければならない。 

２ 事業者は、前項の事故の状況及び事故に際して採った措置について記録しなければならな
い。 

３ 事業者は、利用者に対する訪問型サービスの提供により賠償すべき事故が発生した場合は
、損害賠償を速やかに行わなければならない。 

 （事業の廃止又は休止の届出及び便宜の提供） 

第１３条 事業者は、当該訪問型サービスの事業を廃止し、又は休止しようとするときは、その廃
止又は休止の日の１月前までに、次に掲げる事項を市長へ届け出なければならない。 

 (1) 廃止し、又は休止しようとする年月日 

 (2) 廃止し、又は休止しようとする理由 

 (3) 現に訪問型サービスを受けている者に対する措置 

 (4) 休止しようとする場合にあっては、休止の予定期間 

２ 事業者は、前項の規定による事業の廃止又は休止の届出をしたときは、当該届出の日の前
１月以内に当該訪問型サービスを受けていた者であって、当該事業の廃止又は休止の日以後
においても引き続き当該訪問型サービスに相当するサービスの提供を希望する者に対し、必要
な訪問型サービス等が継続的に提供されるよう、介護予防マネジメントを行う地域包括支援セン
ター、他の訪問型サービス事業者その他の関係者との連絡調整その他の便宜の提供を行わな
ければならない。 

 （委任） 

第１６条 この要綱に定めるもののほか、当該サービスの基準に係る必要な事項については、市
長が別に定める。 

 

   付 則 

 この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 
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稲城市通所介護相当サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める要綱（案） 

（趣旨）  

第１条 この要綱は、介護保険法(平成9年法律第123号。以下「法」という。)第115条の45第1項
第1号ロに規定する通所型サービスの通所介護相当サービスの事業の人員、設備及び運営に
関する基準について定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるとこ
ろによる。 

 (1) 通所介護相当サービス 法115条の45第1項第1号ロに規定する通所型サービスのうち地

域おける医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律（
平成26年法律第83号）第5条による改正前の介護保険法第8条の2第7項に規定する介護予防
通所介護相当のものとしてこの要綱により定められるサービスをいう。 

  (2) 常勤換算方法 当該事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所において常勤の従業

者が勤務すべき時間数で除することにより、当該事業所の従業者の員数を常勤の従業者の員
数に換算する方法をいう。 

 （指定拒否） 

第３条 法第115条の3第1項に規定する指定については、この要綱に規定した基準を満たした

事業所であっても、当該事業所を指定することにより、稲城市介護保険事業計画に規定する地
域支援事業に係る計画量を超過する場合その他の市における地域支援事業の円滑かつ適切
な実施に際し支障が生じる場合においては、当該事業所を指定しないこととすることができる。 

 （事業の一般原則） 

第４条 事業者は、利用者の意思及び人格を尊重して、常に利用者の立場に立ったサービス
の提供に努めなければならない。 

２ 事業者は、事業を運営するに当たっては、地域との結びつきを重視し、市、他の事業者そ
の他の保健医療サービス及び福祉サービスを提供する者との連携に努めなければならない。 

 （基本方針） 

第５条 通所介護相当サービスの事業は、既に通所介護を利用しており、通所介護の利用の
継続が必要な場合、多様なサービスの利用が難しい場合、集中的に生活機能の向上のトレー
ニングを行うことで改善・維持が見込まれる場合であって、その利用者が可能な限りその者の
居宅において、状態等を踏まえながら、多様なサービスの利用を促進し、通所介護と同様のサ
ービス、生活機能の向上のための機能訓練を行うことにより、利用者の生活機能の維持又は
向上を目指すものでなければならない。 

 （従事者の員数） 

第６条 事業を行う者が当該事業を行う事業所ごとに置くべき従事者（以下「介護型サービス介
護従業者」という。）の員数は、次のとおりとする。 

 (1) 生活相談員 通所型サービスの提供日ごとに、通所型サービスを提供している時間帯に

生活相談員（専ら当該通所型サービスの提供に当たる者に限る。）が勤務している時間数の合
計を当該通所型サービスを提供している時間帯の時間数で除して得た数が１以上確保される
ために必要と認められる数 

 (2) 看護師又は准看護師（以下「看護職員」という。） 通所型サービスの単位ごとに、専ら当
該通所型サービスの提供に当たる看護職員が１以上確保されるために必要と認められる数 

 

 (3) 介護職員 通所型サービスの単位ごとに、当該通所型サービスを提供している時間

帯に介護職員（専ら通所型サービスの提供に当たる者に限る。）が勤務している時間数の
合計数を当該通所型サービスを提供している時間数（次項において「提供単位時間数」と
いう。）で除して得た数が利用者（当該事業者が指定居宅サービス等の事業の人員、設備
及び運営に関する基準（平成１１年厚生省令第３７号。以下「指定居宅サービス等基準」と
いう。）第９３条第１項に規定する指定通所介護事業者をいう。以下同じ。）又は指定介護予
防通所介護事業者（指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介
護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成１８
年厚生労働省令第３５号。以下「指定介護予防サービス等基準」という。）第９７条第１項に
規定する指定通所予防介護事業者をいう。以下同じ。）の指定を併せて受け、かつ、通所
型サービスの事業と指定通所介護（指定居宅サービス等事業基準第９２条に規定する指
定通所介護をいう。以下同じ。）の事業又は通所型サービスと指定介護予防通所介護（指
定介護予防サービス等基準第９６条に規定する指定介護予防通所介護をいう。以下同じ。
）の事業とが同一の事業所において一体的に運営されている場合にあっては、当該事業所
における通所型サービス及び指定通所介護の利用者又は通所型サービス及び指定介護
予防通所介護の利用者。以下この条において同じ。）の数が１５人までの場合にあっては１
以上、利用者の数が１５人を超える場合にあっては１５人を超える部分の数を５で除して得
た数に１を加えた数以上確保されるために必要と認められる数 

 (4) 機能訓練指導員 １以上 

２ 当該通所型サービスの利用定員（事業所において同時に通所型サービスの提供を受
けることができる利用者の数の上限をいう。以下同じ。）が１０人以下である場合にあっては
、前項の規定にかかわらず、看護職員及び介護職員の員数を、通所型サービスの単位ご
とに、当該通所型サービスを提供している時間帯に看護職員又は介護職員（いずれも専ら
当該通所型サービスの提供に当たる者に限る。）が勤務している時間数の合計数を提供４ 
第１項及び第２項の規定にかかわらず、介護職員は、利用者の処遇に支障がない場合は
、他の通所型サービスの単位の介護職員として従事することができるものとする。 

５ 前各号の通所型サービスの単位は、通所型サービスであってその提供が同時に１又は
複数の利用者に対して一体的に行われるものをいう。 

６ 第１項第４号の機能訓練指導員は日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止する
ための訓練を行う能力を有する者として、当該通所型サービスの他の職務に従事すること
ができるものとする。 

７ 第１項の生活相談員又は介護職員のうち１人以上は、常勤でなければならい。単位時
間で除して得た数が１以上確保されるために必要と認められる数とすることができる。 

３ 事業者は、通所型サービスの単位ごとに、第１項第３号の介護職員（第２項の適用を受
ける場合にあっては、同項の看護職員又は介護職員、事項及び第７項において同じ。）を、
常時１人以上当該通所型サービスに従事させなければならない。８ 事業者が指定通所介
護事業者又は指定介護予防通所介護事業者の指定を併せて受け、かつ、通所型サービス
の事業と指定通所介護の事業又は通所型サービスの事業と指定介護予防通所介護の事
業とが同一の事業所において一体的に運営されている場合については、指定居宅サービ
ス等基準第９３条第１項から第７項まで又は指定介護予防サービス等基準第９７条第１項
から第７項までに規定する人員に関する基準を満たすことをもって、前各号に規定する基
準を満たしているものとみなすことができる。 
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 （管理者） 

第７条 事業者は、事業所ごとに専らその職務に従事する管理者を置かなければならない。
ただし、事業所の管理上支障がない場合は、当該事業所の他の職務に従事し、又は同一敷
地内にある他の事業所、施設等の職務に従事することができるものとする。 

 （設備） 

第８条 事業所は、食堂、機能訓練室、静養室、相談室及び事務室を有するほか、消化設備
その他の非常災害に際して必要な設備並びに通所型サービスの提供に必要なその他の設
備及び備品等を備えていなければならない。 

２ 前項に掲げる設備の基準は、次のとおりとする。 

 (1) 食堂及び機能訓練室 

  イ 食堂及び機能訓練室は、それぞれ必要な広さを有するものとし、その合計した面積は
、３平方メートルに利用定員を乗じて得た面積以上とすること。 

  ロ イにかかわらず、食堂及び機能訓練室は、食事の提供の際にはその提供に支障がな
い広さを確保でき、かつ、機能訓練を行う際にはその実施に支障がない広さを確保できる場
合にあっては、同一の場所とすることができる。 

 (2) 相談室 遮へい物の設置等により相談の内容が漏えいしないよう配慮されていること。 

３ 第１項に掲げる設備は、専ら通所型サービスの事業の用に供するものでなければならな
い。ただし、利用者に利用者に対する通所型サービスの提供に支障がない場合は、この限り
ではない。 

４ 事業者が指定通所介護事業者又は指定介護予防通所介護事業所の指定を併せて受け
、かつ、通所型サービスの事業と指定通所介護の事業又は通所型サービス事業と指定介護
予防通所介護の事業とが同一の事業所において一体的に運営されている場合については、
指定居宅サービス等基準第９５条第１項から第３項まで又は指定介護予防サービス等基準
第９９条第１項から第３項までに規定する設備に関する基準を満たすことをもって、前３項に
規定する基準を満たしているものとみなすことができる。 

 （個別計画の作成） 

第９条 事業所の管理者は、利用者の日常生活全般の状況及び希望を踏まえて、通所型サ
ービスの目標、当該目標を達成するための具体的なサービスの内容、サービスの提供を行
う期間等を記載した通所型サービス個別計画を作成するものとする。 

 （内容及び手続の説明及び同意） 

第１０条 事業者は、通所型サービスの提供の開始に際し、あらかじめ、利用申込者又はそ
の家族に対し、重要事項に関する規程の概要、通所型サービス従業者の勤務の体制その他
の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を記した文書を交付して説
明を行い、当該提供の開始について利用申込者の同意を得なければならない。 

 （提供拒否の禁止） 

第１１条 事業者は、正当な理由なく通所型サービスの提供を拒んではならない。 

 （衛生管理等） 

第１２条 事業者は、利用者の使用する施設、食器その他の設備又は飲用に供する水につ
いて、衛生的な管理に努め、又は衛生上必要な措置を講じなければならない。 

２ 事業者は、当該事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように必要な措置を
講ずるよう努めなければならない。 

 （秘密保持等） 

第１３条 事業所の従業者は、正当な理由なく、その業務上知り得た利用者又はその家族の
秘密を漏らしてはならない。 

２ 事業者は、当該事業所の従業者であった者が、正当な理由がなく、その業務上知り得た
利用者又はその家族の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を講じなければならない。 

３ 事業者は、サービス担当者会議等において、利用者の個人情報を用いる場合は利用者
の同意を、利用者の家族の個人情報を用いる場合は当該家族の同意を、あらかじめ文書に
より得ておかなければならない。 

 （事故発生時の対応） 

第１４条 事業者は、利用者に対する通所型サービスの提供により事故が発生した場合は、
市町村、当該利用者の家族、当該利用者に係る介護予防マネジメントを行う地域包括支援
センター等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じなければならない。 

２ 事業者は、前項の事故の状況及び事故に際して採った措置について記録しなければなら
ない。 

３ 事業者は、利用者に対する通所型サービスの提供により賠償すべき事故が発生した場
合は、損害賠償を速やかに行わなければならない。 

 （事業の廃止又は休止の届出及び便宜の提供） 

第１５条 事業者は、当該通所型サービスの事業を廃止し、又は休止しようとするときは、そ
の廃止又は休止の日の１月前までに、次に掲げる事項を市長へ届け出なければならない。 

 (1) 廃止し、又は休止しようとする年月日 

 (2) 廃止し、又は休止しようとする理由 

 (3) 現に通所型サービスを受けている者に対する措置 

 (4) 休止しようとする場合にあっては、休止の予定期間 

２ 事業者は、前項の規定による事業の廃止又は休止の届出をしたときは、当該届出の日の
前１月以内に当該通所型サービスを受けていた者であって、当該事業の廃止又は休止の日
以後においても引き続き当該通所型サービスに相当するサービスの提供を希望する者に対
し、必要な通所型サービス等が継続的に提供されるよう、介護予防マネジメントを行う地域包
括支援センター、他の通所型サービス事業者その他の関係者との連絡調整その他の便宜の
提供を行わなければならない。 

 （委任） 

第１６条 この要綱に定めるもののほか、当該サービスの基準に係る必要な事項については
、市長が別に定める。 

 

   付 則 

 この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 
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稲城市通所型サービスA（緩和した基準によるサービス）の事業の人員、設備及び運営に関する基準
を定める要綱（案） 
 

 （趣旨）  

第１条 この要綱は、介護保険法(平成9年法律第123号。以下「法」という。)第115条の45第1項
第1号ロに規定する通所型サービスのうち緩和した基準によるサービス（通所型サービスA)の
事業の人員、設備及び運営に関する基準について定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるとこ
ろによる。 

 (1) 通所型サービスA 法115条の45第1項第1号ロに規定する通所型サービスのうち緩和し
た基準によるものをいう。 

  (2) 常勤換算方法 当該事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所において常勤の従業

者が勤務すべき時間数で除することにより、当該事業所の従業者の員数を常勤の従業者の員
数に換算する方法をいう。 

 （指定拒否） 

第３条 法第115条の3第1項に規定する指定については、この要綱に規定した基準を満たした

事業所であっても、当該事業所を指定することにより、稲城市介護保険事業計画に規定する地
域支援事業に係る計画量を超過する場合その他の市における地域支援事業の円滑かつ適切
な実施に際し支障が生じる場合においては、当該事業所を指定しないこととすることができる。 

 （事業の一般原則） 

第４条 事業者は、利用者の意思及び人格を尊重して、常に利用者の立場に立ったサービス
の提供に努めなければならない。 

２ 事業者は、事業を運営するに当たっては、地域との結びつきを重視し、市、他の事業者そ
の他の保健医療サービス及び福祉サービスを提供する者との連携に努めなければならない。 

 （基本方針） 

第５条 通所型サービスの事業は、その利用者が可能な限りその者の居宅において、状態等
を踏まえながら、住民主体による支援等の多様なサービスの利用を促進し、ミニデイサービス
、運動・レクリエーション等を行うことにより、利用者の生活機能の維持又は向上を目指すもの
でなければならない。 

 （従事者の員数） 

第６条 事業を行う者が当該事業を行う事業所ごとに置くべき従事者（以下「介護型サービス介
護従業者」という。）の員数は、次のとおりとする。 

 (1) 従事者 通所型サービスの単位ごとに、当該通所型サービスを提供している時間帯に従

事者（専ら通所型サービスの提供に当たる者に限る。）が勤務している時間数の合計数を当該
通所型サービスを提供している時間数で除して得た数が利用者（当該事業者が指定居宅サー
ビス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成１１年厚生省令第３７号。以下「指定
居宅サービス等基準」という。）第９３条第１項に規定する指定通所介護事業者をいう。以下同
じ。）又は指定介護予防通所介護事業者（指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び
運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する
基準（平成１８年厚生労働省令第３５号。以下「指定介護予防サービス等基準」という。）第９７
条第１項に規定する指定通所予防介護事業者をいう。以下同じ。）の指定を併せて受け、かつ
、通所型サービスの事業と指定通所介護（指定居宅サービス等事業基準第９２条に規定する
指定通所介護をいう。以下同じ。）の事業又は通所型サービスと指定介護予防通所介護（指定 

介護予防サービス等基準第９６条に規定する指定介護予防通所介護をいう。以下同じ。）
の事業とが同一の事業所において一体的に運営されている場合にあっては、当該事業所
における通所型サービス及び指定通所介護の利用者又は通所型サービス及び指定介護
予防通所介護の利用者。以下この条において同じ。）の数が１５人までの場合にあっては１
以上、利用者の数が１５人を超える場合にあっては利用者１人あたりに対して必要と認めら
れる数 

２ 事業者は、通所型サービスの単位ごとに、前項第１号の従事者を、常時１人以上当該
通所型サービスに従事させなければならない。 

３ 第１項の規定にかかわらず、従事者は、利用者の処遇に支障がない場合は、他の通所
型サービスの単位の介護職員として従事することができるものとする。 

４ 前各項の通所型サービスの単位は、通所型サービスであってその提供が同時に１又は
複数の利用者に対して一体的に行われるものをいう。 

５ 事業者が指定通所介護事業者又は指定介護予防通所介護事業者の指定を併せて受
け、かつ、通所型サービスの事業と指定通所介護の事業又は通所型サービスの事業と指
定介護予防通所介護の事業とが同一の事業所において一体的に運営されている場合に
ついては、指定居宅サービス等基準第９３条第１項から第７項まで又は指定介護予防サー
ビス等基準第９７条第１項から第７項までに規定する人員に関する基準を満たすことをもっ
て、前各号に規定する基準を満たしているものとみなすことができる。 

 （管理者） 

第７条 事業者は、事業所ごとに専らその職務に従事する管理者を置かなければならない
。ただし、事業所の管理上支障がない場合は、当該事業所の他の職務に従事し、又は同
一敷地内にある他の事業所、施設等の職務に従事することができるものとする。 

 （設備） 

第８条 事業所は、通所型サービスを提供するために必要な場所及び事業運営を行うため
に必要な設備及び備品等を備えなければならない。 

２ 前項に規定する通所型サービスを提供するために必要な場所の面積は、３平方メート
ルに利用定員を乗じて得た面積以上とする。３ 事業者が指定通所介護事業者又は指定
介護予防通所介護事業所の指定を併せて受け、かつ、通所型サービスの事業と指定通所
介護の事業又は通所型サービス事業と指定介護予防通所介護の事業とが同一の事業所
において一体的に運営されている場合については、指定居宅サービス等基準第９５条第１
項から第３項まで又は指定介護予防サービス等基準第９９条第１項から第３項までに規定
する設備に関する基準を満たすことをもって、前３項に規定する基準を満たしているものと
みなすことができる。 

 （個別計画の作成） 

第９条 事業所の管理者は、必要に応じて、利用者の日常生活全般の状況及び希望を踏
まえて、通所型サービスの目標、当該目標を達成するための具体的なサービスの内容、サ
ービスの提供を行う期間等を記載した通所型サービス個別計画を作成するものとする。 

 （衛生管理等） 

第１０条 事業者は、利用者の使用する施設、食器その他の設備又は飲用に供する水につ
いて、衛生的な管理に努め、又は衛生上必要な措置を講じなければならない。 

２ 事業者は、当該事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように必要な措置
を講ずるよう努めなければならない。 
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（秘密保持等） 

第１１事業所の従業者は、正当な理由なく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘
密を漏らしてはならない。 

２ 事業者は、当該事業所の従業者であった者が、正当な理由がなく、その業務上知り得た
利用者又はその家族の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を講じなければならない。 

３ 事業者は、サービス担当者会議等において、利用者の個人情報を用いる場合は利用者
の同意を、利用者の家族の個人情報を用いる場合は当該家族の同意を、あらかじめ文書に
より得ておかなければならない。  

 （事故発生時の対応） 

第１２条 事業者は、利用者に対する通所型サービスの提供により事故が発生した場合は、
市町村、当該利用者の家族、当該利用者に係る介護予防マネジメントを行う地域包括支援
センター等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じなければならない。 

２ 事業者は、前項の事故の状況及び事故に際して採った措置について記録しなければなら
ない。 

３ 事業者は、利用者に対する通所型サービスの提供により賠償すべき事故が発生した場
合は、損害賠償を速やかに行わなければならない。 

 （事業の廃止又は休止の届出及び便宜の提供） 

第１３条 事業者は、当該通所型サービスの事業を廃止し、又は休止しようとするときは、そ
の廃止又は休止の日の１月前までに、次に掲げる事項を市長へ届け出なければならない。 

 (1) 廃止し、又は休止しようとする年月日 

 (2) 廃止し、又は休止しようとする理由 

 (3) 現に通所型サービスを受けている者に対する措置 

 (4) 休止しようとする場合にあっては、休止の予定期間 

２ 事業者は、前項の規定による事業の廃止又は休止の届出をしたときは、当該届出の日の
前１月以内に当該通所型サービスを受けていた者であって、当該事業の廃止又は休止の日
以後においても引き続き当該通所型サービスに相当するサービスの提供を希望する者に対
し、必要な通所型サービス等が継続的に提供されるよう、介護予防マネジメントを行う地域包
括支援センター、他の通所型サービス事業者その他の関係者との連絡調整その他の便宜の
提供を行わなければならない。 

 （委任） 

第１４条 この要綱に定めるもののほか、当該サービスの基準に係る必要な事項については
、市長が別に定める。 

 

 

   付 則 

 この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 
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稲城市における在宅医療・介護連携の進め方 

上記事業を通じて、在宅医療・介護連携推進事業（地域支援事業）（ア）～（ク）までの事業の実施を目
指す。 
 
（ア）地域の医療・介護サービス資源の把握  →（市で実施） 
（イ）在宅医療・介護連携の課題と抽出の対応の協議  →（上記の事業内で実施） 
（ウ）在宅医療・介護連携センター（仮称）の運営  →（医師会委託想定） 
（エ）在宅医療・介護サービスの情報の共有支援  →（上記の事業内で実施） 
（オ）在宅医療・介護関係者の研修  →（医師会委託想定） 
（カ）24時間365日の在宅医療・介護サービス提供体制の構築  →（医師会等と協力して実施） 
（キ）地域住民への普及啓発  →（市で実施） 
（ク）二次医療圏内・関係市町村の連携  →（南多摩圏域で連携を想定） 

 

  １ 摂食・嚥下機能支援推進事業（平成25年10月から） 
  ２ 在宅医療・介護連携推進事業（平成26年10月から） 

（稲城市） 
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稲城市摂食・嚥下機能支援推進事業 
(平成２５年１０月～） 

【事業目的・必要性】 
 地域において摂食・嚥下機能障害のある高齢者等に対する支援体制を構築し、高齢者
等が安心しておいしく食事が摂取でき、QOLの高い生活を享受できるための条件整備を
行う。 
 
【事業概要】 
 25年度下期に稲城市摂食・嚥下機能支援推進協議会を立ち上げ、関係機関の地域ネッ
トワークの構築を図る。また、摂食・嚥下機能に何らかの障害を有する高齢者等に関する
アンケート調査を行い、摂食・嚥下機能の改善に向けニーズ等を把握する。また、介護職
を対象に、摂食・嚥下評価医を講師として、摂食・嚥下機能障害に関する知識や障害を持
つ高齢者への介護方法等について研修を行う。 
 26年度以降、アンケート調査結果他をもとに医師・歯科医師・コメディカルスタッフ等の人
材育成のための研修を行い、身近なところで摂食・嚥下機能について相談・診察等が受
けられる体制づくりに取り組む。 
 25年度下半期から27年度にかけて都補助を活用して協議会の立ち上げや支援体制を
構築し、条件整備等を図り、28年度以降の稲城市に恒久的な事業の実現を目指す。 

（稲城市） 
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在宅医療・介護連携推進協議会の設置 
（平成26年10月～） 

  〔設置目的〕 
 在宅医療・介護連携を担う地域の医療機関と福祉・介護分野の専門職等を協
議会メンバーとして、稲城市の在宅医療・介護連携の現状や課題を共有し、関
係機関のネットワークの構築に向けた検討を行う。 
 また、在宅医療・介護連携に関する相談窓口や後方支援の医療機関の運営に
関して提言を行う。 
 
  〔協議事項〕 
    ① 関係団体、関連職種間の情報交換、連携に関する事項 
    ② 在宅療養をしている高齢者の現状やニーズの把握に関する事項 
    ③ 在宅医療・介護連携に関する相談窓口や後方支援の医療機関の運営 
     に関する事項 
    ④ 関係機関や住民への普及啓発 
    ⑤ 関係機関、関係職種に対する研修（人材育成等）に関する事項 
 
 （稲城市） 
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（平成26年11月26日現在） 
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在宅医療・介護連携推進事業（地域支援事業）について 

 

 医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい人生の

最後まで続けることができるよう、在宅医療と介護サービスを一体的に提供するために、

居宅に関する医療機関と介護サービス事業者などの関係者の連携を推進することを目

的とし、「在宅医療・介護連携推進事業」を実施する（以下の（ア）から（ク）まで）。 

（※(ア)から（ク）までの各項目は、平成２６年１１月１０日全国介護保険担当課長会

議資料Ｐ５２２に掲げるものに対応している。） 

 

（ア）地域の医療・介護サービス資源の把握   

   →（市で実施。生活支援サービス協議体との連携も視野に入れる。） 

 地域の医療・介護サービス支援を把握し、関係者間で共有が可能とするための資料を

作成する。 

 ① 日常生活圏域ごとの医療・介護サービス資源一覧を作成。 

 ② 日常生活圏域ごとの医療・介護サービス資源マップを作成。 

 事業実施は市とし、平成２７年度から着手する。 

平成２８年度： 上記資料、マップ等を生活支援サービス協議体へ情報提供。 
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（イ）在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応の協議  

    →（摂食・嚥下機能支援推進事業及び在宅医療・介護連携推進事業で実施予定。） 

 摂食・嚥下機能支援推進協議会及び在宅医療・介護連携推進協議会において、在宅医

療・介護連携の問題と対応の協議を行う。 

 事業実施は市とし、平成２７年度から着手する。 

 

（ウ）在宅医療・介護連携支援センター（仮称）の運営 

    →（退院相談窓口・主治医紹介相談を含め、医師会への委託を想定） 

 在宅医療・介護連携に関する相談窓口を設置する。 

 市民、病院等からの退院相談等を受けるとともに、病院から退院後における市内診療

所を前提とした主治医を紹介する。 

 主治医紹介実績や相談票等に関する統計データ等を、摂食・嚥下機能支援推進協議会

及び在宅医療・介護連携推進協議会へ情報提供する。 

 事業は医師会へ委託を想定する。 

 平成２７年度には相談窓口を開設し、平成２８年度から主治医紹介を行う。 

 

（エ）在宅医療・介護サービスの情報の共有支援  

    →（摂食・嚥下機能支援推進事業及び在宅医療・介護連携推進事業で実施予定） 

 摂食・嚥下機能支援推進協議会及び在宅医療・介護連携推進協議会において、在宅医

療・介護サービス等の情報の共有を行うとともに、医療・介護関係者への情報提供を行

う。 

 事業実施は市とし、平成２７年度から着手する。 

  

（オ）在宅医療・介護関係者の研修  

    →（医師会への委託を想定。市立病院講座室の活用を予定） 

 現行の医師会研修会の仕組みを活用し、そこへ歯科医師、薬剤師、介護サービス関係

者が加わることを想定する。 

 事業は医師会へ委託し、平成２７年度から着手する。 

 



31 

（カ）24時間365日の在宅医療・介護サービス提供体制の構築  

    →（医師会等と協力して提供体制のための環境整備に着手） 

    → 後方支援病院との関係性の確保 

 24時間365日の在宅医療・介護サービス提供体制として、次の事項を行う。 

 ① 要介護者（要支援者）へ主治医との関係性の強化を行う。 

 ② 日常生活圏域内にそれぞれの要介護者（要支援者）をサポートする医師を確保す

る。 

 ③ 市内における在宅支援診療所機能を強化する。 

 ④ 訪問看護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護（２４時間対応の定期巡回・随時

対応サービス）、夜間対応型訪問介護、複合型サービスの利用拡大を促進する。 

 ⑤ 診療所を支える後方支援病院を確保し、診療所との関係性を構築する。  

 

（キ）地域住民への普及啓発  

    →（市で実施。広報、ＨＰ、ポスターその他の啓発） 

 市民が在宅において、在宅医療・介護連携したサービス利用が促進するための普及啓

発を行う。 

 事業実施は市とし、平成２７年度から着手する。 

 

（ク）二次医療圏内・関係市町村の連携  

    →（南多摩圏域で連携のための連絡会の開催等を呼び掛ける。） 

 八王子市、町田市、日野市、多摩市及び稲城市における在宅医療・介護連携の状況に

ついての情報交換を行うとともに、定期的な連絡会等の開催を目指す。  

 保健所への協力要請を行う。 

 事業実施は市とし、平成２７年度から着手する。 

 



在宅医療・介護支援センター（仮称）等の運営について（案） 
（在宅医養・介護連携推進事業） 

32 
（稲城市） 

 在宅で医療と介護が必要な高齢者が、住み慣れた地域で安心して療養生活を続けられ
るように、相談や支援を行う窓口を設置する。 

病院や市民からの退院の相談を受け、必要に応じて主治医や地域包括支援センター・介
護事業者等の紹介をするとともに主治医や市民からの入院先病院の相談にも応じる。 

 

１ 事業委託先  稲城市医師会 

 

２ 委託内容 ・在宅医療・介護連携に関する窓口業務（退院相談・主治医紹介等） 

         ・医療関係者・介護関係者を対象とした研修会の開催 

         ・在宅医療・介護連携の周知のための市民向け講演会の開催 

 

３ 人員配置   看護師 1名（非常勤） 

 

４ 業務時間   週3日（午前9時～午後4時） 

 



生活支援体制整備事業の検討（案） 

平成28年度・平成29年度において本格化を想定 

 

  １ 生活支援コーディネーター 

   ① 市に嘱託職員として配置すること。 

   ② 平成27年度の配置すること。 

   ③ 第一階層のコーディネートを担当すること。 

 

  ２ 協議体（生活支援サービス協議体） 
   ① 市（又は地域）に協議体を設置すること。 

   ② 平成27年度に設置すること。 

   ③ 地域資源の把握、サービス区分Aの受け入れ先の把握・検討、 

     サービス区分B等の補助制度を検討する。 
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（稲城市） 



「生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）」（案） 

① 設置 

 地域において高齢者の生活支援・介護予防サービスの提供体制に向けたコー
ディネート機能（主に資源開発やネットワーク構築機能）を果たすため、市に「第
一階層の生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）」（嘱託職員又は非
常勤職員を想定）を１人設置する。 

  

② 生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）の役割 

 ○生活支援の担い手の養成、サービスの開発 

 ○関係者のネットワーク化 

 

③ 設置時期 

 平成２７年度 

34 
（稲城市） 



「生活支援サービス協議体」（案）  

① 設置 

 生活支援サービスの体制整備に向けて、多様な主体の参画がもとめられるこ
とから、多様な主体間の情報共有及び連携・協働による資源開発等を推進する
ことを目的とした定期的な情報の共有・連携強化の場として、「生活支援・介護
予防サービス協議体」を置く。 

 

② 協議体の役割等 

 ○ コーディネーターの組織的な補完 

 ○ 地域ニーズの把握（アンケート調査やマッピング等の実施） 

 ○ 情報の見える化の推進 

 ○ 企画、立案、方針策定を行う場 

 ○ 地域づくりにおける意識の統一を図る場 

 ○ 情報交換の場 

 ○ 働きかけの場 

35 
（稲城市） 



③ 介護運営協議会への報告 

 協議体での協議の結果等は、適宜、介護保険運営協議会へ報告するものとする。 

 

④ 協議体の構成（１８人以内） 

 ・生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）（市嘱託職員想定）１人 

 ・地域包括支援センター職員（各１人）４人 

 ・社会福祉協議会職員（ボランティア担当・生活支援ヘルパー担当）２人 

 ・高齢者介護サービス提供の社会福祉法人（４カ所）４人 

 ・シルバー人材センター（家事援助担当役員）１人 

 ・ＮＰＯ（配食・ヘルプ）２人 

 ・民生委員（高齢者部会）１人 

 ・薬局（薬剤師）１人 

 ・その他民間の生活サービス提供事業者等２人以内 

 

⑤ 設置時期 

 平成２７年度 

 

⑥ 協議会開催頻度 

 平成２７年度は４回程度 

 
36 

（稲城市） 



生活支援コーディネーター及び協議体の設置イメージ 

 

 「住民・行政等協働型」＋「地域包括支援センター型」 

 

※行政が仕組みづくり（制度化）は実施し、市職員である生活支援コーディネー
ター（地域支え合い推進員）と地域包括支援センターが協力して協議体を運営し
、サービス提供主体となる社会福祉法人、社会福祉協議会、ＮＰＯなど多様なメ
ンバーが協議体に参加する。 

 

※稲城市では、介護支援ボランティア制度を導入しており、高齢者の社会参加
が活発であることから、高齢者へボランティアとしての参加を広く求めることとし
たい。 

 

 

37 
（稲城市） 



38 

 認知症施策の実施（案） 

（稲城市） 

 認知症になってもできる限り住み慣れた地域で暮らし続けられるよう、地域において認知症の人とその家
族を支援するため、認知症初期集中支援チームと連携し、認知症の疑いがある人の把握・訪問（早期発見
）し、状態に応じて適切な医療（早期診断）・介護サービスにつなげる認知症地域支援推進員（認知症コー
ディネーター）を配置し、認知症施策を推進する。 

  

ア 認知症初期集中支援チームの設置 

    二次医療圏内の認知症疾患医療センターからのアドバイスを得た上で、市内病院への設置を検討 

   する。当面は、認知症アウトリーチチーム（認知症疾患医療センターに設置）と連携を図る。 

 

イ 認知症地域支援推進員（認知症コーディネーター）の設置 

    各地域包括支援センターに1名配置（27年度は、2ヶ所を想定） 

    看護師、保健師（認知症のケアや在宅高齢者支援に3年以上従事した経験を有する者）を配置する。 

  【主な業務】 

   認知症の疑いのある人の早期把握の推進 

    ・地域包括支援センター、介護事業者等から認知症に関する相談の受付 

    ・認知症の疑いのある人を訪問して、認知症の症状を把握 

   認知症が疑われる場合は、かかりつけ医や介護事業者と連携しながら、医療機関の受診を促進 

    ・受診を促しても、受診に至らない場合は、認知症アウトリーチチームに訪問を依頼して、同行訪問 

    ・訪問後の個別ケース会議の開催 

    ・適切な医療・介護サービス等の導入による支援 

  



ウ 認知症ケア向上推進事業の実施 

   認知症ケアパスに関する調査、検討を進めるとともに、認知症高齢者グループホームなどでの在宅生 

  活継続支援のための相談・支援や地域包括支援センターによる認知症家族会や相談会等を開催し認知 

  症高齢者を介護している家族等の支援に取り組む。 

  

エ 若年性認知症施策の実施 

   関係機関と連携し、若年性認知症への取り組みを進める。 

 

オ 市民後見人の育成、支援組織の体制整備 

   多摩南部成年後見センターと連携し、市民後見人の育成を図るとともに支援組織の体制を整備する。 

  

カ 認知症サポーターの養成と普及、認知症の人とその家族への支援に関する取組 

    認知症に関する正しい知識を習得し、認知症の人や家族を応援する認知症サポーターの養成講座を 

   引き続き実施する。 
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「介護予防手帳（仮称）」等の活用の検討について（案） 

 セルフマネジメントを推進するため、あるいは多様な支援者が本人の心身の状況等を把握し、共有化された支援の方針や
目標に向かって支援していくためのツールとして、「介護予防手帳（仮称）」等を２７年度に導入し、活用することとする。 

  

１ 名称       「稲城市高齢者介護予防手帳（仮称）」・・・・別途愛称を検討する。 

２ 用途等   ① 介護予防事業の効果的な実施のために活用 

         ② 本人、家族、地域包括支援センター、事業者等の関係者が、本人の心身の状況、具体的な生活の目標、 

          介護予防サービス及び総合事業の利用状況等に関する情報を共有するため 

         ③ 生活機能の状況や介護予防ケアプランの内容等をファイリングする冊子 

         ④ 本人が携行 

３ 交付対象者    総合事業対象者（要支援者等） 

４ 大きさ及び形式  Ａ５版（Ａ４版資料は二つ折り） 二穴ファイル形式 

              保険証等保管用フォルダー 

              啓発資料等（Ａ５サイズ１０ページ程度） 

５ ファイリングする書類（想定） 

         ① 基本チェックリスト 

         ② 健康診査等の結果票 

         ③ 医療機関から提供された診療情報 

         ④ 利用者基本情報 

         ⑤ 介護予防サービス・支援計画書 

         ⑥ 介護予防・サービス支援評価表 

         ⑦ 事業者による事前・事後アセスメントの結果票 

         ⑧ 介護予防に関する啓発資料 （各プログラムの内容、地域のサービス資源、相談窓口のリスト等） 

         ⑨ その他介護予防に関する書類 

 40 
（稲城市） 



介護保険特別会計地域支援事業費予算のイメージ（案） 
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（平成26年11月26日現在） 

款 項 目 事業 節 細節 細々節 当初要求額（単位：千円）

03地域支援事業費 249,119
03介護予防・日常生活サービス事業費 142,347

01サービス事業費 128,758
予防サービス事業 128,758

11需用費 923

04印刷製本費 923

01介護予防手帳印刷 923

19負担金・補助及び交付金 127,835

01介護予防サービス 127,835

02介護予防ケアマネジメント事業費 12,906
介護予防ケアマネジメント事業 12,906

07賃金 1,124

01臨時職員賃金 1,124

1３委託料 11,782

01介護予防プラン作成委託 11,782

03その他諸費 683
予防サービスに関する経費 683

13賃金 338

01審査支払事務委託 338

19負担金・補助及び交付金 345

01高額介護予防サービス費 175

02高額医療合算介護予防サービス費 170

04一般介護予防事業費 22,622
01一般介護予防事業費 22,622

一般介護予防事業 22,622

08報償費 1,650

01転倒骨折予防指導謝礼 1,428

02介護予防事業講師謝礼 222

11需用費 489

01消耗品費 307

01介護予防事業用 307

04印刷製本費 182

01地域包括支援センターパンフレット印刷 182

13委託料 20,483

01介護支援ボランティア委託 1,889

02介護予防普及啓発事業委託 12,184

03地域介護活動支援事業委託 3,313

04介護予防体操教室委託 2,240

05食生活改善事業委託 279

06認知症予防事業委託 99

07介護予防特集号作成委託 188

08介護予防特集号視覚障害者用作成委託 85

09介護予防特集号配布委託 206

款 項 目 事業 節 細節 細々節 当初要求額（単位：千円）

02包括的支援事業等費 84,150
01包括的支援事業費 81,011

包括的支援事業 77,800

13委託料 77,800

01地域包括支援センター事業委託 77,800

生活支援体制整備事業 3,211

0１報酬 2,310

01その他報酬

01生活支援コーディネーター報酬 2,310

04報償費 334

01健康保険負担金 134

01厚生年金負担金 200

08報償費 562

01生活支援・介護予防サービス協議体委員謝礼 562

09旅費 5

01その他旅費 5

02任意事業費 3,139
介護給付費等費用適正化事業 869

08報償費 26

01ケアプラン指導研修講師謝礼 26

11需用費 96

01消耗品費 96

01事務用 96

13委託料 709

01サービス確認シートシステム運用委託 709

14使用料及び賃借料 38

01サービス確認シートシステム用機器賃借料 38

家族介護支援事業 816

13委託料 816

01家族介護支援事業等委託 816

地域自立生活支援等事業 1,454

13委託料 340

01地域自立生活支援等委託 340

02介護相談員派遣委託 1,114



42 

稲城市のめざす 

地域包括ケアシステムの構築 

•  稲城市は、限られた地域資源を多面的に活用し、
関係者の知恵と工夫により、地域に適した地域包括
ケアシステムを構築することを目指します。 

 

（稲城市） 


